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巻
頭
言

原発活用に水差す電力の不正閲覧

産経新聞 論説副委員長

井伊 重之 (いい・しげゆき)

産経新聞，副編集長などを経て論説委員
(経済・エネルギー担当)。2022 年 7 月から
現職。政府税制調査会(内閣府)，社会資本整備
審議会(国土交通省)などの委員も兼務。

大手電力会社の不正閲覧問題が大きな波紋を広げている。政府の電力システム改革(電力自由化)に伴い，

大手電力から切り離された送配電子会社が同じグループの小売会社に対し，競合する新電力の顧客情報を不

正に閲覧させていた不祥事だ。大手各社の集計によると，不正な閲覧件数は 75 万件超にのぼり，電力自由化

のための「発送電分離」が有名無実化していた実態が浮かび上がっている。とくに関西電力では，不正と認識

しながら閲覧した新電力の顧客情報を営業に利用するなどの悪質性も問題視されており，2カ月に及ぶ自主

的な営業自粛に追い込まれた。大手電力の法令順守体制が根本から問われる深刻な事態といえる。

今回の不正閲覧問題に対し，経済産業省幹部は「ここまで発送電分離が骨抜きにされているとは」と驚きを

隠さない。同省はこの発送電分離を電力システム改革の本丸と位置付けてきたからだ。大手電力が持つ送配

電網を公共インフラとして分離し，大手電力や新電力が公平に利用することで電力市場の料金やサービスの

競争促進を目指した。これに対し，電力業界は「会社解体」につながるとの危機感を募らせて改革に抵抗する

など，両者は暗闘を繰り広げてきた。だが，2011 年 3 月の東日本大震災に伴う東京電力福島第 1原発事故を

契機に状況は一変。賠償義務を負った東電は一時国有化され，司令塔を失った形の電力業界は経産省に改革

を押し切られた。こうした経緯で実現した発送電分離だけに，西村康稔経産相が「送配電子会社の中立性，公

平性を揺るがす大変遺憾な事態だ」と大手電力の不正閲覧を厳しく批判したのも当然だ。

このため，政府の規制改革推進会議の作業部会は，大手電力が送配電子会社の株式を売却し，資本関係を

断ち切る「所有権分離」を提案した。電力自由化では大手電力の送配電部門は，子会社としてグループに残す

「法的分離」の会社形態にとどめたが，これをさらに進めて大手電力との資本関係を完全に切り離すことで，

送配電子会社を独立したインフラ企業にする案である。これが実現すると，大手電力には託送料という安定

収入が入らなくなり，経営に深刻な打撃を与える恐れがある。それだけに経産省も所有権分離までは求めな

い見通しだが，こうした厳しい改革案が浮上すること自体が大手電力に向けられた厳しい視線の証左でもあ

ることを認識すべきだ。

大手電力が国民の信頼を失えば，岸田文雄政権が進める「原発の活用」にも影響を与える。岸田政権は世界

的なエネルギー危機に対応し，原発の建て替えや 60年超の運転を認め，安全確保を前提に原発を活用する方

針を打ち出した。福島原発事故以来，ようやく原発活用に向けて方針転換し，エネルギー安全保障の確立を目

指す姿勢を示したのは評価できる。ただ，原発を運営する大手電力の法令順守違反が相次げば，原発への不安

を再燃させかねない。主要各紙の最近の世論調査では，電気料金の高騰を背景に原発の再稼働に賛成する割

合が反対を上回るようになっている。政府が原発活用を進める中で，大手電力自らがそうした世論の動きを

逆戻りさせることがあってはならない。法令順守意識や体制整備が問われていることを銘記してほしい。

(2023 年 3 月 14 日 記)

( 1 )日本原子力学会誌，Vol.65，No.5 (2023)
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時論 革新軽水炉の早期実現に向けて
佐治 悦郎 (さじ・えつろう)
日本原子力学会理事・フェロー
1981 年大阪大学大学院工学研究科博士前期
課程修了，1997 年同学にて博士(工学)，日本
原子力学会炉物理部会 2011 年度部会長，
2018～2020 年同原子力発電部会「次期軽水炉
の技術要件検討」ワーキンググループ委員，
2022 年～同フェーズ 2委員

Ⅰ．はじめに
「GX 実現に向けた基本方針」(以下，GX 基本方針)が
意見公募を経て，先頃，閣議決定された。政治家の決断
を引き出した所管省庁はじめ関係者の方々のご努力に心
からの敬意を表したい。GX 基本方針において「原子力
を活用していくため(中略)次世代革新炉の開発・建設に
取り組む」と明記されたことはまことに意義深く，自国
のエネルギー政策に高い関心をもつ一国民として大変に
喜ばしく思う。
さて，ここでいう「次世代革新炉」として優先的に取り
組むこととされている炉型は，後述の通り，既存の中大
型軽水炉に先進的技術を取り入れて安全性を飛躍的に高
めた，いわゆる「革新軽水炉」である。本稿では革新軽水
炉の早期実現に向けて現状を概観し，考えられる課題を
整理してみたい。なお，本稿の内容は筆者の個人的見解
であり，筆者が所属する組織の見解とは無関係であるこ
とを最初にお断りしておく。

Ⅱ．「次世代革新炉」と「革新軽水炉」
まず，「次世代革新炉」とは何かについて，現時点
(2023 年 2 月中旬)で国が公開している文書をもとに明
確にしておく。これについてはGX基本方針にも同文書
内の「原子力の活用」に関する具体的な施策を記した「今
後の原子力政策の方向性と行動指針」(案)(原子力関係閣
僚会議 2022.12.23)にも明示されておらず，経済産業省の
審議会である革新炉WG(ワーキンググループ)がとりま
とめた「カーボンニュートラルやエネルギー安全保障の
実現に向けた革新炉開発の技術ロードマップ」(骨子
案)1)(以下，革新炉RM)を参照する必要がある。実は同
文書においても，「次世代革新炉」についての明確な定義
はないのだが，全体を通して見ると，革新炉WGで取り
上げられた 5つの炉型，すなわち，「革新軽水炉」，「小型
軽水炉」，「高速炉」，「高温ガス炉」，「核融合炉」のすべて
を包含していることがわかるⅰ。
次世代革新炉の一炉型である「革新軽水炉」は，「世界
的にも建設・運転が進む既存軽水炉の技術の延長線上に
あり」との記述などから，先進的技術によって安全性を

高めた中大型軽水炉を指すことが読み取れる。そして，
「足元でわが国が強みとする軽水炉サプライチェーンを
繋ぎ，規制の予見性が高く実現時期が見通せ」ることか
ら，「革新軽水炉の開発を最優先に取り組む」とされた。
つまり，「廃炉を決定した原発の敷地内での次世代革新
炉への建て替え」(GX基本方針)を念頭に，最優先で取り
組むべき炉型は革新軽水炉である，と革新炉RMは結論
している。

Ⅲ．早期実現に向けた課題
上記の通り，国の方針が明確になった今後において
は，その実現に向けて民間の取り組みが進むことが肝要
だ。もう少し具体的にいうと，まずは民間の事業主体で
ある電気事業者(以下，事業者)がその建設に向けた投資
を決断し，立地点を地元との調整を経て決定し，そして
規制当局に設置(変更)許可申請を行い，それが許可され
て初めて建設が開始されるものである。いずれも前述の
革新炉WG での議論においてほぼ論点は出尽くしてい
るが，以下に筆者の考えも交え改めて，1．事業者の投資
判断，2．地元の理解，3．国の規制，の 3つを主たる課
題として論じてみたい。
1．事業者の投資判断
かつて国内で原子力発電所の新設が盛んだったころと
比べ，現在の事業者は電力の完全自由化により総括原価
方式という投資回収手段を失い巨額投資のリスクを大変
取りづらくなっている。そもそも 1 F事故以降，原子力
発電所の停止によって経営状況が悪化した事業者に対
し，なぜ「体力が弱った病人に，大規模な外科手術を行う
ような」2)完全自由化を進めたのかについて本稿では深
入りしないが，国としては巨額の先行投資を必要とする
原子力発電所の建て替えをエネルギー政策の一環として
事業者に期待するのであれば，彼らから奪った投資への
体力を何らかの形で補うことが望まれる。その直接的な

ⅰ 一か所だけ「次世代の革新炉」として，軽水炉と区別する意味
合いで高速炉や高温ガス炉を指している記述があり，やや混
乱があるように見受けられるが，これは今後，修正されてい
くであろう。

( 2 ) 日本原子力学会誌，Vol.65，No.5 (2023)
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手段として注目されるのが先行事例である英国の規制資
産ベース(Regulated Asset Base：RAB)モデル3)であろ
う。この制度は国が認可した投資総額の回収を電気料金
を通じて行う仕組みであり，総括原価方式の一種と捉え
ることもできる。この点を含め種々の課題が指摘されて
はいる3)が，革新炉 RMには「こうした海外事例も踏ま
えて，事業環境整備の在り方を検討するべき」と明記さ
れており，わが国にふさわしい制度設計がなされ事業者
の投資判断に資することが期待される。また，間接的で
はあるが，すでにその方針が決定した既設炉の寿命延長
も事業者の経営状況の改善に寄与するので，建て替えへ
の投資判断にプラスに効くと考えられる。
2．地元の理解
この問題は地元政治との関わりなど機微な側面を有し
ており，筆者の手に余るが，ここであえて取り上げるの
は，地元の理解には安全の確保が必須であり，それをど
うやって示すのかについては本稿で触れる意味があると
考えたからだ。
安全性については，その第一義的説明責任を有するの
は建て替えを行おうとする事業者にある。ただ，地元か
らみれば，その説明に対する客観的な評価も必要と考え
るであろう。その際にまず候補に挙がるのが原子力規制
委員会(NRA)であるが，彼らが法に従った行政行為と
して対応するためには，事業者からの設置(変更)許可申
請が必要であり，それは立地点を確定させて初めて可能
となるので，鶏が先か卵が先かといった議論になってし
まう。そこで考えられるのが，米国等で採用されている
設計認証という制度だ。これはプラントメーカーが自社
の設計について規制当局の基準を満たしていることを示
すための制度であるが，この制度がわが国でも有効かに
ついて筆者は以下の通り懐疑的だ。
1F事故で明らかになったように，わが国の原子力発電
所の安全性にとって問題となるのは地震や津波など外部
からくる脅威(外部ハザード)が支配的である。したがっ
て安全設計においては，外部ハザードの大きさをどれく
らいに想定するかが重要であり，それは立地点が確定す
ることによってはじめて決まってくるものだ。これは言
い換えれば，外部ハザードを確定させずにNRAが安全性
に対するお墨付きを与えるということのむつかしさを物
語っており，仮に設計認証制度を整備しようとすれば，
NRAはその基準作りに頭を悩ませることとなろう。
では，外部ハザードを確定させずに安全性を議論する
ことはできないのかといえば，決してそのようなことは
ない。1 F 事故を経験したわが国において次に新しく作
られる原子力発電所はどのような技術要件を満足すべき
かを検討するため，原子力学会原子力発電部会のもとに
「次期軽水炉の技術要件検討WG」(以下，次期炉WG)が
2018 年に立ち上げられ 2020 年に報告書がまとめられ
た4)(現在，後継のWGフェーズ 2が活動中)。規制当局

が行う審査とは性格を異にするが，建て替えが想定され
る革新軽水炉が学会の示した技術要件に照らして満足す
べき性能を有しているかを評価することは，安全性を客
観的に示すうえで十分に参考になると考えられる。
3．国の規制
革新軽水炉が，他の次世代革新炉に比して「技術成熟
度が高く，最も規制の予見性が高い」(革新炉 RM)のは
事実だが，既設炉の審査経験しかないNRAにとっては
簡単な話でもないだろう。
NRA が既設炉に対して行ってきた安全審査は主とし
て，外部ハザードの想定，設計基準事象を超えた重大事
故の防止と緩和，テロ等対策に重点が置かれてきた。こ
のうち，外部ハザードの想定については革新軽水炉に固
有の問題ではないが，それ以外については，既設炉と異
なり一から設計される革新軽水炉でどのような対応がな
されているのかが着眼点となろう。これらは，具体的な
設計が固まる前でも前述の次期炉WG 報告書などを参
考に議論が開始できると思われるので，事業者はプラン
トメーカーと協同してNRAへ早期に働き掛けていくこ
とが望まれる。ATENA(原子力エネルギー協議会)には
ぜひこうした動きをリードしてもらいたい。また，
NRA 側にも，規制とは利用のために存在するという原
点に立ち返り，国の政策実現の一翼を担う行政機関とし
てぜひとも前向きな検討をお願いしたい。

Ⅳ．おわりに
今回の政府方針の決定は，サプライチェーンや技術・
人材の維持にとって，まさに瀬戸際のタイミングだった
といっても過言ではない。しかし，当事者である組織や
人に仕事がいきわたり始めるのは，まだまだ先の話だ。
その意味で，革新炉RMに示された革新軽水炉の工程は
遵守すべき重要な指標となろう。わが国が継続的に原子
力を活用していくにあたって死活的に重要な革新軽水炉
の早期実現に向け，関係各位の連携による着実な進展を
期待したい。

(2023 年 2 月 17 日 記)
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　原子力学会誌では東京電力福島第一原子力発電所事故を経て，私たちがこれから
なすべきことは何か，そして私たちはこの事故の何を次世代に伝えるべきかをテーマ
に，多角的な視野から分析した特集を企画しています。今号と次号では，原子力学会内
のさまざまな組織の方々に，執筆を依頼しました。（編集委員会）
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＊出典：東京電力ホールディングス　撮影者：西澤 丞
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